
　　「熊本県行政文書等の管理に関する条例」の構成　　

（基本的考え方）：行政文書等は県民共有の知的資源で県民が主体的に利用しうるもの

（条例規定事項）：行政文書等の管理に関する基本的事項

（直接の目的）：①行政文書等適正な管理、②歴史公文書の適切な保存及び利用等

条例の目的

行政文書の管理

作成 (第4条) 意思決定に至る過程並びに事務及び実績を合

理的に跡づけ、又は検証できるよう作成

整理 (第5条)

保存(第6条)

ファイル管理簿

の作成・公表

移管(第8条)

●相互に密接な関連を有する文書を一つのファ

イルにまとめる。

●早い時期に保存期間満了時の措置を決定。

●文書の分類、名称、保存期間、保存期間満了

時の措置等を定めた管理簿を作成。

●移管：必要に応じ利用制限に係る意見書添付

適切な保存及び利用を確保するために必要な場

所において適切な記録媒体により、識別を容易

管理状況の報告 第9条 ＜毎年度 実施機関→知事（公表）＞

文書管理規程の制定 第10条 ＜行政文書等管理委員会諮問・公表＞

法人文書の管理

作 成

整 理

保 存

ファイル管理簿の作成・

公表(11条2項・3項)

移管(11条4項)

管理状況の報告 (第12条)

文書管理規程の制定 (第13条)

行政文書に

特定歴史公文書の保存、利用等

移管 目録の作成・公表 利用請求 閲覧又は写しの交付により利用 異議申立て保存

行政文書等管理委員会

利用手続
情報公開制度に準じた手続（第三者に対

する意見書提出機会の付与、費用負担及

保存及び利用の状況の公表 ＜毎年度＞ 利用等規則の制定 ＜行政文書等管理委員会諮問・公表＞

利用制限
情報公開制度の不開示事由（時の経過を

考慮し一部除く。）に加え、原本が破損若し

くは汚損するおそれがある場合等を追加。

保存方法
永久保存（歴史資料として重要でなくなった

と認める場合は行政文書等管理委員会に
保存者 知事が実施機関又は地方独立行政法人

条例委任事項を定める規則その他の規程に係る諮問

行政文書管理規程に係る諮問

特定歴史公文書利用等規則に係る諮問 異議申立に係る諮問

特定歴史公文書の廃棄に係る諮問

行政文書の廃棄に係る意見聴取

職員は、条例の趣旨に

対する理解を深め、県

民の立場に立ち、責任

を自覚し、誇りを持って

行政文書等の管理に

取り組む。（37条1項）

職員の責務

廃棄(第8条) ●廃棄：行政文書等管理委員会の意見聴取
廃棄(11条4項)

行政文書等管理委員

会の意見聴取はなし
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※第8条、第20条第2項
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